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マンション再生とは

生命と資産を守る

資産を
守る

生命を
守る

■将来展望のあるすまいとは

・住み続けられるすまい（安全・安心・快適）

・市場価値があるすまい（流通可能性）

老朽化マンションを取り巻く環境が変化
老朽化マンションの市場評価も変化している。

将来展望のあるすまい・資産
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～はじめに～
マンションの状況
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５９０万戸（全国）
（２０１２年末）

居住人口（全国）
１，４５０万人

居住世帯（全国）
11.53％

居住世帯
首都圏：約２０％

旧耐震基準：約１０６万戸



マンションストックの推移
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旧耐震
106万戸

新耐震



マンション建替え棟数の推移
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2013年4月1日時点
建替え完了済183件
実施中含めて217件

円滑化法施行前
区分所有法改正前
事例69件
（全員同意型）
現行の建替え決議に
よる建替え事例
完了済114件
実施中含めて148件



築後30、40、50年超の分譲マンション数
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１．マンションの再生の現状
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現在の再生手法とポイント

再生手法 ポイント

①耐震改修等
安全性の確保

・技術的課題
・費用負担

②建替え（新築）
安全性と快適性

の確保

現在と同等の生
活を確保するた
めの費用負担
（現在と等面積など）
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№

耐震改修の概要
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①技術的課題



№

分譲マンションの耐震改修の課題
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①技術的課題

＜建物外部からの補強の場合＞
建物と敷地の間に3ｍ程度の余裕がなけ
れば困難（杭打ちの必要があるため）

＜建物内部からの補強の場合＞
住戸内に壁ができる場合には、該当住戸
所有者の同意は困難



№

分譲マンションの耐震改修の課題
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②費用負担

改修決議は過半数の同意により実施が可
能とされているが、費用の負担は全員が応
分にするのが原則

負担が多額になる場合は、実質的に耐震
改修が困難



建替えの概要
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従
前
権
利
者

の
取
得
部
分

土地共有（持分による）

デベロッパーは
経費を加えて一般分譲

支出金＝
事業費

1.設計
2.解体工事費
3.建築工事費
4.必要な調査費
5.その他
計画費 事務費
等

現在と同等の生活確保（面積）のための
負担額はいくらになるのか。

（仮住まい費用・引越し費用）が別途必要

追加の金銭負担なしに
取得できる面積

建替え後建替え前

デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー

取
得
部
分

現在の
マンション

土地共有
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マンション再生が進む条件
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Ａ．経済条件 Ｂ．合意形成

修繕改修・建替え
の負担額が現実的

年齢、生活の事情
資産背景が異なる

所有者が
同時に合意

建替えの場合
借家人の退去

Ａ・Ｂの両方が整えば再生が進む
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マンション再生の現状

経済条件（現実的な負担額）

経済条件（負担が過大）

合意形成
容易

合意形成
困難

成功事例

負担軽減
の工夫が
必要

合意形成
の工夫が
必要

例）
・人数が少ない
・借家人少ない
・高齢者少ない

例）
・人数が多い
・借家人多い
・高齢者多い

まとまった
議論にな
りにくい
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２．現在の再生検討の流れと特徴
（耐震改修・建替え）
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現在の再生検討の流れ

現在の生活を変えたくない。

耐震改修で安全性の確保を検討

現住地での建替えを検討

耐震改修・
建替えの実施

再生検討の
停滞

まずは

ダメなら

前提

合意に至った場合 合意に至らない場合

17



再生手法に応じた制度環境

耐震改修
促進法

耐震改修をして
安全に住む

現住地に
建替えて
安全に住む

マンション
建替え
円滑化法

現住地で安全な生活を確保するための
法整備がなされてきた。
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・現住地に住み続ける
必要経費＝区分所有者の負担額

現住地に住み続けるための
負担額が議論の中心となる。

再生検討の特徴（耐震改修・建替え）

議論がまとまらない場合
再生の糸口を見いだせない。
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３．管理組合にとっての
売却制度
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売却制度の特徴

現住地にはこだわらずに
安全な生活を確保する。

売却後、新たにマンションが建設される場合には
戻ってくることも可能（個々の選択による）

耐震性不足の認定を受けたマンションについては、
区分所有者等の４／５以上の賛成で、マンション
及びその敷地の売却を行う旨を決議できる。

分配金（土地売却金）を使って
新しい住まいを確保する。
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耐震改修・建替えと売却の考え方の違い

耐震改修・建替え

180度視点を変えた再生手法とも言える
検討が停滞した管理組合に新たな可能性

現住地に
住み続ける

売 却

現住地に
こだわらずに住む

住み続けるための
負担額を

前提とした議論

分配金を使った
多様な選択肢（将
来プラン）を議論



買受計画は組合員の
将来プランの
青写真に等しい

し敷地売却制度の概要（手続きの流れ）
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建替えと売却では
議論の中心となる将来プランの幅が異なる。

建替えの将来
プランの幅（敷地内）

売却の将来プランの幅
多様な選択肢⇒多様なニーズに対応可能

現在の
マンション

◆建替え
議論の中心

・建替え後何㎡確保可能か
・現在と等面積にするのはいくら必要

◆売却
議論の中心

・分配金でどのエリアでどんな住まい
・賃貸、分譲、戸建て等多様な選択

賃貸

シニア住宅

分譲マンション

戸建て



建替えと売却の経済条件

経済条件が大幅に変わるわけではない

現在
マンション

売却後
マンション

＜売却後マンションが建設される場合＞

建替えの際の
土地価格

売却の際の
土地価格

後にマンションが建設される場合は、マンション
開発の採算を前提とした土地価格の算出となる
ため、建替えと売却の間で大きな差は無い。
（ただし、建替えと比較して売却の方が経費は
少なく、土地価格は若干高くなる。）

大幅な違い無し
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合意形成の要件等の各種事業要件

建替え決議

４/５決議

イコールコンディション
議論が複雑にならないように

配慮されている

敷地売却決議

４/５決議

容積率の緩和特例、税制等
他の項目も建替えとほぼ同等の条件

26



管理組合にとっての売却制度

Ａ．経済条件

Ｂ．合意形成

建替えと比較して大幅な違
い無し（マンション以外が建
設される場合を除く）

4/5決議は建替えと同様

Ｃ．将来プラン 現住地にはこだわらない多
様な選択肢（将来プラン）
が議論の中心。幅広い選
択肢の検討が重要。
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４．売却制度の効果的な
活用方法と留意点
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効果的な活用にあたってのポイント

区分所有者個別の事情にマッチした
多様な選択肢（将来プラン）を提示

各々が安全・安心・快適な
将来の生活をイメージできる。

まとまった議論になりやすい。
（売却制度を活用した再生の促進）
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効果的な活用にあたっての具体的なポイント

①組合員の現状と今後の生活要望の把握

②今後の生活要望にもとづく

多様な選択肢（将来プラン）の提示と共有

③売却検討の始め方と進め方

④売却検討にあたってのパートナー選定

⑤安心感の持てる買受計画

⑥借家人と抵当権者への対応

⑦経済条件の改善
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５．本日のまとめ
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一．経済条件と合意形成の要件は
建替えの場合と大きな違いは無い。

一．現住地にこだわらず安全な生活を確保
するための多様な選択肢（将来プラン）
を議論の中心とする点が建替えと異なる。

一．多様な選択肢（将来プラン）を提示し
管理組合内で共有し、納得感の高い
再生検討とすることが重要。

本日のまとめ
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